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昭和ぷ/年 g月:2~-巴(日財発方アヲヲヰ号)地方自治法当ァ 233

条なアヰ項小規定{そもとづき審査に付された、昭和 μ0年度日野市

一般会計決算書及び国民健康保険特別会計事業勘定、国民健康保

険特別会計!宣診卒業勘定、病院特別会計、都市計商特別会計、用

地特別会計、用品特別会計の各決算書な よび関係、証書類陀ついて

地方自治活/t/ 9 9条社ア/項の規定にもとづく 監査の結果、財務

K関する事業の執行及び経営に係る事業の管理、運営の合理化K

資するため、地方自治法才 /99条社ァヲ項の規定によ b、監査報

告に添え意見書を提出します，
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第 1. 審査の期間

自昭和 4 1年 10月 20 

至昭和 4 1年 11月 12 E 

第 2. 審査の対象

昭和 40年度日 野市一般会計オ入、オ出決算

昭和 40年度日 野市各特別会計オ入、 オ出決算

第 5 審査の手続

地方自治法第 23 3 条~S 2 瓜の規定陀 越づ く II(~ 不114 0 イド皮 各会 1;1' 決 ~;Iは 11(1

和 4 1 {ド 8月 2 5 日付 、 市民 より '農 作 ~{ず さ れた。 よってがと鉱山 火が A益法

な 手続K より予算の的雌な執行がなされてい ろかf17か陀ついて、計数の(((r

認 を寸あために、 会計諸帳簿及び証3刈の照子トチ行っ たほか必必と(&め妻、

審任を実施 したロ

第 4. 審査の キ8 ~

各会計のオ入、 オ出 と も l帳簿及び証誌類を照合 し、 似 dl ~ '~停 1ft し たところ

計数 K総りな く適正 と認め られた。尚、経;忠告あの処.fl.Mh11、比つい て』

別途検査生主任 の際必 l1 ~ }Jぶ じて 是正 I IJ. L自- を宿泊. し て い る れ で何時寸ふが、

以下各会計~ -:&.IJL されて い る f目立 J ~~ fJJ ~ つい て は 、 今後民~~検』吋を JJIl え改

革され たL 。

第 5. 審査の総合，立見

昭和 40 1-f.l交の一般会計及び』 水辺 '1~ .1i 会 ul' す除い たね: jjl)会1I1の_.1-人

総仰は 1，8 9 0， 6 5 0， .3 1 8 IJjで、これK対 し/ナIII総 仰は1.8 4 9， 1 2 ? 7 0 :5 11 J 

であ り、 差引 41，52ス61 51リの剰余念を生じ、 これ争型イ，:)立へ級品 してL

る臼 と こ ろ がぶ 1.~示寸と おり各 会社 I IU の納入令 と鰍 w令脊芯 づ I \， 、たと 」

ろの実質収支 においては 、ノ「入総縦j1. 7 8ス29 9. 6 5 0 11 J ~刈 し 、 _.1 -W ~沿海1

1， 7 2 8. 5 5 3， 8 6 6 1斗で差 引 58.7 4 5， / 8 9 j1Jの以字決算となってい る。
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しかし用地特別会計の 13 1. 4 9 4. 2 2 0円の黒字決算全除 き、各会計とも赤

字決算 となって いる。 このこと は用地特別会計かたの剰余金合一般会計はじ

めその他の会計に繰出したこと κより 収支の均衡をはかることができたもの

で、用地特別会計陀おける用地の売却による収入財源陀依存したものであり

当該剰余金が臨時的性格す有寸おものである関係上今後は、この様な臨時的

収入財源K依存寸ることなく、確定財源K基づいたオ入により、収支の均衡

を得た健全財政の樹立が望まれる。

尚、 人件費が年々大吋 K質的増大を示 し、オ出 K占める 割合が拡大されて、

財政構造上均衡を欠 く状態である。自治法に も地方公共団体は、その事務を

処理寸 るに当つては、住民の福祉の増進K努 める とと もに最少の経費で最大

の効果手挙げる よう κしなければ ならない、と同時 K常陀組織及び運営の合

理化に努めなければならないと 述べ られている。 、

本決算の内容をみる と、人件貨の構成が大きな比重子占めて いるので、 実態

チよく把握し、今後充分に検討の上、之が是正に努力寸べきである a

私 J夜 VL. 、よ入予~~X vr 計 I-_ .~れた， "fn倍、 i君、必補助金等が確保出来ず、オ出

陀おいて当該凶述事業の縮少、 WGいは之による他4業への圧迫等-の感彰響を

およぽす結果となっている。 去作業を計I百し、そのfid-源を他K求める場合にお

いては充分関係機関 と連絡を密κし、いやし くも財源が縮少するこ とにより

関係事業そのもの、又は財政全般 K悪影響を及ぼ寸こと のない よう計闘を樹

立寸べきであり 、且、財源取得 Kは、最後まで全力を陥倒寸べきであ る。
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表 1

昭和 4 0年度各 会計オ入・オ出総括 表
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(ー) 一 般会計

1. 総 説

昭和 40年度一般会計オ入総額は、 1，3 2 3， 1 9 6， 3 1 7凡オ出総 額は、

1， 2 9 2， 6 0 3， 6 4 5円で、差引 30，5 9 2，6 7 2円の剰余金寺生じ、これ合 41 

年度一般会計に繰入金 としてオ入K計上 している 。

昭和 40年度オ入、オ出決算額を昭和 39年度オ人オ出決算額と比較するとオ入κ

おいて 34 2， 9 0 2，8 9' 8円、オ出において 34スo2 2，0 4 3円といづれも増加し

ている。さらにこれを 38年度オ入、オ出決算額と比較寸ると 、オ入に おい

て 44 6. 3 5 3， 8 2 4円、オ出 Kおいて 43 2， 6 5 3. 7 3 9円の増加となってお η、

逐年市財政規模の拡大発展の様相を示していそで。

表 2. 一般会計庁入、オ出決算の年度別状況表

iててごア一一一一一-，
年度男ijヘ ¥ 区 才入済額 | 才出済額 才入才出差引残額

40 1EJ不可二2.603.6司711日 τ 一一

前記の如 く、 昭和 40年度一般会計のオ入、オ出については、 収支の均衡を

得た財政状沈であるが、オ入財源すみると、国、 者官補助金、並び κ市債等比

対する偽:保措置、市税収入 の縫保等十分でな く、 オ出増のため止むな く、市

有財産を処分する ことによって赤字を補填 しているので、健全財政 とは言い

難い。 支出について は、 予算坑額 K対し、 94.5%の執行率で、概ね良好κ

執行されている。

2. 各 説

( 1 )オ 入

8t{本IJ4 0年度一般会計オ入決算は、予算現綿i1，3 6ス55 9，2 7 4円K対 し、

収入済制は t3 2 ~ 1 9 ~3 1 7円で、 44，3 6 2，9 5 7 円の収入滅であり、執行

率 は 96. 7 6 %となっている。尚、収入済鋭 1，3 2 3， 1 9 6， 3 1 7円は調定客員、

ーも一



1， 3 4 3， 4 2 6， 3 9 5円K対し、 98.49%の収入率であり、その差額

20，230，078 円は不納欠損額 20 5， 1 0 0円と収入未済額!j2 0， 0 2 4， 9 7 8円

とである。以上の状況から、これを?前年度の予算額 K対する執行率ヲ 2.1 1 

%と対比寸ると可成り向上していることがみられ、オ入見透しについての把

獲が一段と向上していることが認められる。

調定額に対する市税及び税外収入の収入率は 98. 4 9 %で、前年度の 97. 7 S 

%κ 比しやふ良好となっているが、本年度における収入未済額 20，024.978円

の Q 5.9 2'%は市税の滞納による ものであるので、今後尚一層の徴税 K努め

る要がある 。

表 3.

「註J 収入未済訟は不納欠損処分額 を含む。
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表 5. オ入状況年度 別比較表
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第 1款市 教手足J

市税収入は予算現額 734，975.00 0円K対し、調定額 76 8. 5 7 5. 6 0 5月

収入済額 74 9， 1 6 1， 9 2 0円で、調定額に対寸る収入車は 9ス47 %に及び、

不納欠損を含む収入未済容認は 1只41 3.6 8 5円である。

本年度予算現額 73 4.9 7 5.0 0 0円を分析すると表 6，~'L示寸とおり、当初予

算額 63 5，0 2 8. 0 0 0円、補正予算額 99.47'0，0 C 0円となっている@

当初予算の算定は前年度及び前々年度の決算における税収の伸長率手考慮

し算定したものと忠われる。そ のため、当初予算に対寸る補正率は 15.74 

%で、前年度の 2O. 7 %、前々年度の 2O. 58%に比較寸ると予算の算定

は僅かながら向上していることが推察される。尚、市税の伸長状況Uてついて

てほ本年度の決算額 74只16 1， 9 2 0円は前年度の 615.530，542円K比し、

1 3 3， 6 3 1， 3 7 8円 (2 1.71%)の伸びそ示している。その主なる原因は

経済情勢の推移及び人口の増加によるところの自然増陀よるものであり、

前年度と同様の順調な伸び手示している。

これす科目5.}Uにみると、市民税 56，7 0 1， 2 1 0円、固定資産税 56，2 4 8，2 3 2 

円、市たばこ消費税 11. 1 9 0， 5 3 0円、電気ガス税 5.47 6，3 7 3円、都市計

画'税 2，41 2，0 8 3円、軽自動車税 1，6 2 3， 2 2 0円のj原K、いづれも増収とな

っている白 制定組に対する収入率は昭和 3 8年度は 9 4. 7 5 %、昭和 3 9 

年度は:;6. 5 5 %で、昭和 40年度は?ス4.7 %であり、僅かながら上昇

を示している。

尚、市税全般について滞納繰越分の徴収が不成績であるが.税の滞納繰越

分はやふもすると時効等により不納欠損として処理せざるを得なくなる傾

向にある。勿論、その性格上徴収に困難性があるが、所謂、正直者が馬鹿

をみるというような悪現象を主ぜしめないよう徴税処理を適切にして、時

効による不納欠損処分の根絶を期すべきである。

¥ 
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年度別当初予算 と補正予算の比較表

品五-l決 iJ-寸7

表 6.

当初予算額 補正額

円 円 円 円

0年度 6 3 5，0 28，0 0 0 99，947，000 ? 3 4，9 7 5，0 0 0 74究16 1.少20

9年度 5 2 5，2 4 9， 0 0 0 1 0 8，7 1 7， 0 0 0 O 3 3，タ 66，000 6 1 5，5 3 0，5 4 2 

8年度! 411，85ス000 84，7 52，000 496，609，0.0，0. 4 9 2，4 3 8，0 90 

ー

L 

予算現額対比 前年度対比 予算補正

101.93% 12l71% 込盈}

97.09 1 25.00 2 0.7 0 ~ 

ヲ虫 16 1 1 8.1 2 20.5 8 ~ 

.7: 1 L-
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表ス 市税 収入状況調べ

1 2，1 2 1.633 1.る 2 11 03.87 I 98.08 史483，000 1 0，07呪048

737，432，139 1(98.43) 1101.75 98.75 I 6 2 2，8 1 1，0 0 0 6 1 0，6 0 2，2 6 0 

ZZET2f斗:;::::::: 26，930，7 9 8 

6 3 7， 5 3 3，0 5 8 

1 2""'" 1 3 

山 5501158i1G259!?655 2，41 2，083 24.84 

1 !昏6，134，826 I 22.64 

ム 2，503，448Iム 17.59 

! 1 33，63 1，3 7司 21.71 



①市民税

市民税の昭和 40年度調定額は 35又067， 704.円であり、これに対し収

入済額は 34 6，0 7 4，9 12円で、収入率は 96. 3 8 %である。また現年度分

の調定額 34. 8. 2 5 3f 1 8 0円に対する収入済客員は 34 1. 3 2ス310円で収入率

は 98.01%となっている。昭和4.0年度の収入率 96. 3 8 %に対し、現

年度分の収入率は 98.01%となっているが、これは過年度からの滞納繰

越分の徴収が如何に困難であったか青物語っているものである。

尚、昭和 40年度の現年度分銅定額 34 8. 2 5 3， 1 8 0円は前年度の現年度調

定額 286，3 7只13 5円K比し、 61， 8 7 4.0 4. 5円増で、前々年度の現年度認

定額 23 2，6 93，7 48円K比し、 1 .1 5. 5 5 9. 4 3 2円の増となり、逐年大幅な

延びを示している。このような現象は、大都市周辺の急激な住宅集中 K伴

う人口の増加によるものであるが、一方市民税の収入盗は昭和 38年度、

98.41%、昭和 39年度 96. 5 6 %、昭和 40年度 96. 3 8 %と逐年低

下傾向 をたどっている。こ の ような収入率の低下手数字的に示せば次の通

りであ る。 opち、収入未済額は昭和 3 9年度 1O. 8 1 4，5 2 4円に対し、昭和

4 0年度 12， 9 4 .3. 6 5 2円と 20%の増加をみるに至った白このことは、逐

年納税思想、の質的低下手示すも のであり、嫌に市民税収入は市税収入の

4 6. 1. 9 %を占めているという点からも主管謀κおいては尚一層の徴税技

術の向上と合理的な徴税強化政策を樹立するととも K市民全般に対して納

税思想の昂揚を目的とした広報活動す行うべきである。市民税の現年度分

の徴収は法人分に対する徴収率?良 85 %であるが、個人分の徴収率は

9 6.8 6 %と約 3%下廻っている。更に個人分に対する徴収のうちも特別

徴収については実1tC.9虫 62 %と 10 0 % ltC.近い徴収率を示しているが、

普通徴収は特別徴収 K対し、半分以下の金額でありながら徴収率は 91. 3 0 

%と良好でなL、。従って過年度の滞納額は年々累積され、現年度未納客員の

5倍にも及んでいる故に、今後は個人市民税の徴収を中心として徴税K努

力すべきである。
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表 8. 現年度分調定年度別比較表

昭和 4 0 年度 昭和
ー一 t 

調 定 額 収入 済額 収入率 調 定 額
/ 

348253，180円 341，327， 31 0円 98.01% 286，37虫135円

民 滞納繰越分 1 0，81 4，524 4.74ス602 43.09 1 3，871. 81 0 

税-
言十 35ヌ067，704 3 4 6， 0 74.9 1 2 96.38 3 0 0，2 5 0，9 4 5 

現 年 度 分 2 5 8.0 2 2，5 7 0 I 2 5 6. 0 64，9 7 0 ?虫24 2 0 3. 9 65，7 8 0 

l i 
滞納繰越分 良266，9 6 4 ! 6，3 3 5，8 9 7 68.37 11，558.619 

計 !27628m戸山0，867 98.1 7 21 5.524，399 

/ 3 9 年度 昭和 3 8 年度

済額|収入内定額
収入済

1，21 8円 I98.4 1 % ! 2 32，6 93， 748円

2，4 8 4 I 5 4.3 7 I 1 1. 6 8 5，9 1 4 5，742，1 

3， 7 0 2 I 9 6.3 8 I 2 4 4，3 7貝662 230，41え6

0，971 I 98.04 1163，977，840 1 57，1 98.5 

1，6 64 I 53.48 1 7， 9 98.0 27 2，940，6 

1 60，1 3号128

表良 市民税個人分に対ーする収入内訳

明

昭和 4 。年度 昭和 5 9 年度

調定額 !収入済額 |収入率 調定額 収入済額FZ
円 円

普通徴民 71，098，900 I 64.913，593 191.30 61，479，095 57， 501.438 

特別徴収 143.065，560 11 42，521.817 19虫62 1 0 4.0 7 3，4 3 0 h 0 3，8 65，280 

言十 I 214.1似 601207，4山 10!?686165，552525 r 61，366，7 18 19 Z 4 7 
咽・・・帽時...，

- 1 5 ~ 



② 固定資産税

本年度の国定資産税は予算現額 254，0 8 Q 0 0 0円κ対し、調定額

2 6ス289，5 34円、収入済額は 264‘400，867円で謝定額K対寸る収入率

は 98.17%となっている。尚、本年度調定額 26ス28久534円は現年度

分調定額 25 8， 0 2 2， 5 7 0円と滞納繰越分誠定額 9.2 6 6，9 6 4.円であり、これ

に対する収入済額は現年度分 25 6， 0 6 4. 9 7 0円、滞納繰越分 6，33 5.8 9 7 

円で調定舗に対寸る収入率は現年度分 99.24.%、滞納繰越分 68. '3 7 %と

なっており、いかκ過年度滞納繰越分の徴収が困難であるか脅物語ってい

る。前年度滞納繰越分の収入率 53. 4. 8 %に比し、本年度は 68， 37%で

1 4.3 9 %の伸びを示していることは誠Kよろこばしいことであ五。しか

し、固定資産税は、市民税と課税対象が異り、課税客体が実在寸るのであ

るから、徴税方法の改善陀よって、尚一層の成果が挙げられるものと思慮

され，る。

尚、国定資産税は市税収入の 35.0 3 %チ占め、市民税の4.6. 1 9 %とと

もに市税収入の 81. 2 2 %に当り 、市財政の根幹となっているので、今後

各段の徴税努力が望まれる。

③ 軽自動車税

予算現在員 5，57 0，00 0円、調定客員ス 297， 391円、収入済額 6，0I 7， 4 0 0 

円、収入未済客員 1，2 6 4，3 3 1円、予算執行率は 10 8. 0 3 %、調定客~j ~'C対す

る収入惑は 82. 4 6 %である。

この収入率安前年度と比較すると表 10V'e示す通りであるa

表 1O. 軽自動車税の年度別徴収状況表

年度別 予算現額 調定額 収入済額 i収入未済額拘肘員額|予潮倖|収入率 l

円 円 円 円 円 % % 
昭和39年度 4286，000 5，763.711 4，394.1 80 1.356，1 81 1 3，350 1 02.52 76.24 

昭和40年度 5，5 70，00 0 I 7. 29 7， 3 91 6，01ス40011，264，331 156461D80512引
対39年度増減 I 1，284，0 00 11，533，6 80 1，623，220 Iム 91.850 2，290|5.5162 
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尚、本年度の収入率ば 6.2 2 %の伸び手示しているが、軽自動車税の収入率'

は他の市税に比較してはるかに低調である。

このような現象陀ついては課税客体の確認が必ずしも明確K されていない点

もあろうかと思われるので、これを確認すべき方法並びにこの点についての

行政指導す行なうべきである@

第 2款地方交付税

当市の基準財政需要額は 3:> 8，8 8 0千円であ り、これに対し、基準財政収

入額は 48 6，0 84.千円である。尚.基準財政収入額は基準財政需要額を

127.204千円上廻っているので、当市は普通交付税の不交付団体となって

いろ。しかし、特殊財政需要がある ため特別交付税としてス 79 4千円が交

付、オ入されている。これは前年度の交付額7， 7 3 5千円と殆んど変りはな

L、。

第 5款 分担金及び 員担金

分担金及び負担金 の ラち、民主費負担金は児童措置費負担金と老人措置負

担金とであり、昭和 4 0年.度の調定額7， 990.192円は 前年度の制定額

6，3 63，345円に対し1， 6 2 6，8 4 7円の増となっている。これは措遊資の改

正並び陀措置人員の増加κよるも のである。土木賞道路換傷負世金

4.0 60，4 5 6円は東京ガス.東京電力、東京地区電通部、市水道等比より納付

されたものである。

① 滞納金(収入未済額)について ー

本款における滞納金は表 1 1 VL示すとおり 31 9， 7 2 7円となっている。

表 1 1 l種 別認定額
収入済 額 収入未済額

児童措置費負担金 7，880，295円 ス563，665円 316，630円

老人措置費負担金 1 0虫897 1 06，800 3，097 

「 7，670，4 6 5 319，727 計 7，990，192 

- 1 7 .~ 
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そのうち、児童措置費負担金は 31 6.6 3 0円であるが、滞納整理簿には

951， 375円が計上されており、差引 63 4. 7 4 5円が決算計上洩れとなっ

ている。これは昭和 38年度以前の滞納金が、昭和 38年度において繰越

誠定を行なわなかったためのもので、本年度まで経過してしまったもので

あるが、早急に繰越分の調定をし、滞納金額す明確にすべきであるの

表 12. 、滞納整理簿に計上されている収入未済客百年度思I_)明細

年 度 金

昭和 36年度分

" 3 7 " 

" 3 8 11 

11 3 9 11 

H4-一

第 4款使件i料及び手数料

1 3 4. 7 9 0円

1 3 9. 4 0 5 

2 3 2， 8 0 0 

180，070 

2 6 4， 3 1 0 

9 5 1. 3 7 5 

益百

議定室長14 3. 5 8 4..7 4 1 . fIj lfC対し、収入済制は 43.0 8 8.0 7 5月で、 98.88

%の収入率となっている。

尚、昭和 .10年度の使用料及び手数料の収入率は前年度と同率であるが、

収入済組 43， G 8 8. 0 7 5 f弓と前年度の収入済綴 34， 2 3 .3， 2 4 3円とを比較す

ると、使用料において 4.18 0，2 7 3円、手数料κおいて 4‘67 4，5 5 9円、合

計 8，854，8 3 2円の増収となっている。

さらに これを、前々 年度の収入済組 25，7 6 4.9 2 9円と比較すると、

1ス32 3. 1 4 6円の増収となっており、逐年増収傾向をたどっている。この

ことは‘ 市営施設及び住宅、児童福祉施設、幼雅園施設等の使用料、並び

に戸籍住民、税務墓地管理、し尿、ゴミ処理手数料等の増収が原因となっ

たもので、社会増による増収の現われとみられる。

① 滞納金(収入未済客員ー)lrCついて

本款のうち、清掃手数料の収入未済室長は 33 5.84 6円である。これは、
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し尿及びゴミ処理手数料の収入未済額であるが、来年度より委託業者に手数

料の徴収争も含めて委託することになっているので‘来年度からは市職員に

よる徴収が廃止されるa ついては、本年度の収入未済の徴収Kは一段の努力

す望むものである。

表 13. 年度汚u使用料及び手数料の収入状況表

第 5款 国庫支出金

国産支出金の予算現室長j2 6 6， 7 0 1， 2 7 4円K対し、収入済額は 250，0 1 i， 9 59 

円で、予算現鈎 に対し 93. 7 4 %の執行率と愈っており、予算現言語 K対し

収入済額が 16，.) 8矢315円も減少している。

これは主として、 第四小学校、潤徳小学校、平山小学校、第二中学校等の

騒音防止対策工事費 K対する負担金 14，7 8 1.0 0 0円を予算計上したためで

ある。

これは予算の過大見積りと補助率の改訂等により減額されたものである。

国産支出金 25.0， 0 1. 1， 9 5 9円のうち、教育関係費は 21ス40 9，7 7 4円で、

本款の 86. 9 6 %を占め、市の教育費 588，478，813円の 4 2.4 8 %が国

費托よって賄なわれていることを示している@

尚、前年度の国庫支出金は 14 2， 1 5 7， 5 1 7円で、本年度は前年度に比較し

- 19ー
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1 0 7， 8 5 4， 4. 4.. 2 円( 7 5. 8 7 % )の増加となっている a

第 6款都支出金

都支出金の予算現額 71. 64 2，0 0 0円に対し、収入済綴は 51， 3 1只339

円で、 7 1. 6 3 %の執行率となっており、予算現舗に対し、収入済額が

20，248，610円も減少しているのは、主として市町村振興交付金の決定が

年度末になったため補正予算で減額できなかったためである。

都支出金 51. 3 1只339円のうち 32，7 7 0，6 5 4.円(6 3. 8 6 % )が都の補助

金であるが、補助金の約半額 14， 7 4.ス 000円が市町村振興交付金となって

いるロその他、補助金の対象 となっている主なる事業は滝合橋工事及び補 J

助 7号線の改修並び K補装新設工事 K対す思補助金と三沢地区土地改良事

業及び石川堰災害復旧事業K対する縞助金等である円

第 7款財産収入

財産収入の収入済舗は 2，564，279円で、その主なるものは、物品売払収

入、利子収入、土地鐙物貸付収入等である。

物品売払収入 1，1 3 3，4 4 0円の主なるものは第四小学校校舎解体払下げ代金

と公益質屋流質物売却代金である。

利子収入 94. 8，5 4 9円は公益質屋利子である。土地建物貸付収入4.1 2，290円

は!日教員住宅、 i日診療所、多摩平支所.七生支所の一部使用料等である a

第 8款寄付金

収入済額 5，00 0，0 0 0円は京王帝都'這鉄KKより寄付されたものである。

第?款繰入金

予算域紛 67， 8 9 4.0 0 0円K対し、収入済額 66，8 9 2，5 5 0円であ る。

これは当初予算 において用品会計よりの繰入金を 3，00 0，0 0 0円計上したも

のであるが、用品会計の運転資金が 2，00 0，0 0 0円で運用できたので、差異

を主じたためである。

繰入金 66，8 9 2，5 5 0円は用品会計よりの繰入金 1，99ス924円、用地会計

よりの繰入金 64.，670，000円、公益質屋特別会計よりの繰入金224，626円

とで安コる。
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用地会計よりの繰入金は東大久保の用地売却代金 16 6， 3 2 0， 0 0 0円のうち一

部、公益質屋特別会計より の繰入金は前年度公益質屋特別会計の剰余金を繰

入れたも のである。

第 10款 縦標金
昭和 3 9年度オ入、オ出決算κよる差引残額:54，7 1 1， 8 1 7円が繰越金とし

てオ入されたものである。

弟 11款 諸以入

予算現斜 9.79 3.0 0 0円K対し、 収入済額は 14.0 7 8，4 5 7円で4.285.45 7円

の収入増加 となっている。これは、延滞金並びに加算 金 と雑収入の増加によ

るもので、雑収入の主なるば訳は、上下水道料金徴収委託料、道路維持管理

賀、予防接種料金、農地転用申請書等の用紙代等 である。

脅す 12款 市債

予算現客Gi11 O.OD 0，0 00円K対 し、 収入済総ーは 85.0 0 0.00 0円で.

2 5，00 0.0 0 0円の収入滅となって勺る。

これは塵芥焼却場繰越明許分が翌年度収入 に繰越されたためであろ。

収入済制 85.0 II 0，0 0 0円の内訳は保育所娃設債 2，00 0，0 D 0円、福祉センタ

一連設債 5.0(i 0.0 0 0円、滝合穏健設イ責 5.00 0，0 0 0円、教育債 73，0 0 0， D 0 0 

円筈 である。尚、教育債の内訳 は第四小学校只 10 0，0 0 0円、潤徳小学校

8，60 O. n 0 0 円、 第六小学校 18，40 0，0 0 0円、平山小学校 4，800，0 0 0円

七生中 学校 3，50 0，0 0 0円、第一中学校 5.500，0 0 0円、第二中学校 1，100.000

円、市営プ ーノレ 13，0 0 C，O 0 0円、公民館 6，00 0，0 0 0円、幼雅圏 3，00 0，0 0 0 

円等である。

(2)オ 出

昭和 40年度一般会計決算は予算現舗 1，3 6 7， 5 5 9， 2 7 4円K対し、支出済額

は 1，2 9 2， 6 0 3， 6 4 5円、不用額 3只25 5，6 2 9円で、予算:現磁に対する執行率は

9 4.5 2 %である。

以上の状記舎前年度の予算鈎ivc対する執行率 88.85%に比較すると各段の
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表 14. 一般会計オ出執行状況 一 覧 表

可]
' 一

昭和 4 。年度 (A) 昭和 5 ? 年度告) 3 9年度対 40年度比較

予算額 決決算額 i 決構算成額費 対執行予算率 予算額 決算額
構決算成2額9費0% |!| 執対98予行1算率8%  増ム減額 (A-引 い|曽滅1比9率7%  

議会 費 28，356，000円 27，少79，514円 2.16% 98.67% 2ス94ス521 円 2ス438，739円 540，7 75円

総務 費 21 2，4 2 0，8 0612…85日 1 6.1 4 I 9 8.2 1 1 1 6 9，2… 1…703 I 1 7. 26 I 96.44 山山2i1 5m3日5日

畏 生 費 1 2 0.7 9 8，5 0 0 111 8，71似 4 虫18 I 98.28 I 80，854，259 I 77，5刊 242 I 8.21 I 95.96 I 4 1.1 2仰 | 

ヲ5.33

ト一一一一一一一一一一一一一

86.01 

?虫62

一一竺i-Jロー- | 一一

23.831.00 0| 刊 348，772 l__-=-_l__~~__ I 1 0… 
11  0 0，0 0 0 I 0 I I 0 

予備費 2，0 1 0，5 94 [ 0 I 0 [ 0 [ 85，6 84 

ー 2 2. --2 3 



向上がみられ、オ出の見透しについての把握がオ入同様一段と向上してい

ることが認められ、全款を通じ、各款とも収支均衡を保ち概ね良好に執行

されている。

本年度の支出済額1.2 9 2. 6 0 3， 6 4 5円は、前年度の支出済額 945，5 8 1，6 0 2pj 

k比し、 34スo2 2，0 4 3円 (3 6， 7 % )の増で，殆んど全款に亘り支出増

となっている。そのうち支出済額 Kおいて最多額を占めているものは、前

年度と同様、教育資で、総支出額の 45. 5 3 %を占めている由

これK次いで、総務費 16. 1 4 %、土木賢良 33%、民主賓呪 1.8%のj肢

となっており、 労働費 4.13 9，2 2 0円 (0.32%)が最少額となっている白

執行率 Kついては‘特に低率なものはなく、衛主貨が 75.5 9 %で最低率

を示している。

これは塵芥焼却場の建設突が翌年度K繰越されたためである m

第 1款議会資

予算現領 28.3 5 6，0 0 0円に対し、 支出済額 2ス97 9.5 1 4円で、 98.67

%の執行惑 であ る。支出済額 27. 9 7 9.5 1 4円の 86.9 %は報酬及び職 員の

給料、手当等の人件費であり、人件弘之以外の経貨については前年度ど比較

して 2 久 3%の節減が行なわれている白

表 15 

予算現額 |出額ω|噺 率 |人件費白)lEAT 
ト一一

昭和40年度fy) 28.356，000円 27，97只514円 98.67 μ，311. 7 5
ーど

|8

69日%

昭和39年ぽィ) 27，9..4ス521 98.1 8 22，251，883 1 81.1 0 

増八減額
(アーイ)

(ウ)
408.479 540，775 2，059.869 5.80 

増減比率与 x100 1.46% 1. 97% 9. 2 6<iも
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第 2款総務費

予算現額 21 2. 4 2 O. 8 0 6円に対し、支出済客員は 208，6 1 3.8 50円で、

98.21%の執行率である。

総務費は元来、市役所運営に要する経常経費であるが、総務資のうち、主な

る支出は人件費と需要費 K よって占められている。

人件費は総務費全体の 76. 3 7 %の 15只308.567円で司前年度に比して

4 6.94 3，7 6 1円 (4 1.78%)の増となっている。

これは、人事院勧告に基づく給与の改訂並びに職員増によるものである。

需要資については、人口の増加に伴ない事務量の増大並びに諸物価の上昇に

よるものである。尚、本年度の主なる事業としては前年度に 51続いて東部、

西部、神明地区市民センターの設置、豊田集会場、緑ケ丘自治会館等の増改

築?行ない、地区住民の福祉の増進をはかっていること、多摩平行政センタ

ー〈建物〉合日本住宅公団より譲渡争受け、 2年措置、 5年割賦で買収して

いる。また、市広報は年 12回発行し、住民への PR ~Z::つとめており、監査

委昆資については、住民の直接請求による監査手行なっている。

尚、交際費のうち. 昭和 40年 8月 17臼までの交際貨については、直

接請求民基づく監査結果報告書によって、 Eえに公表した通りであり‘その後

の支出 κついては自治省の通達 κ基づき誤りがなく、支出されているものと

認められた。

表 16 

じJ三出 向[構成

SsAu 3 9 ~ B[ I 対 39年百
出済額 i構成比増ム減額 i

円%円i
人件費 15号30 8.5 6 7 j 7 6.3 7 112，364，806 I 68.85 146，943.761 41.78 

事業費・物
件費・その他 4又305，2 8 3 I 2 3.6 3 50，8 31，897 31.1 5 61，526，61 4 乙込3.00

言十 2 0 8，6 1 3， 8 5 0 I 1 0 O. O. 0 1 6 3，1 9 6，7 0 3 100.00 45，4 1 7， 1 4 7 I 2 7. 8 3 
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第 3款民主費

予算現額 120，798，500円に対し、支出済額は 11 8. 7 1 6， 8 3 4円で

9 8.2 8 %の執行率であるの

本年度の文出済額 118，716，834円を前年度の支出済額 7ス590，242円と

比較すると約 41，000，000円余の増となっている。これは主として、社会

福祉会館態設に伴なう施設費並び K運営費‘福祉センター新築工事費、豊

田、高i播、多摩平等の児童福祉施設の新設工事資事医療費、並びに保護費

の値上がり K伴なう主保扶助費、児童措置費、公益質屋特別会計が基金制

度に切替えられたこと托よる公益質屋運営賀、老人福祉資等の新事業によ

る増加である。

尚、他会計への繰出金比ついては一前年度と同様、国保事業特別会計

6:0 0 0，0 0 0円、病院事業特別会計 5.00 0，0 0 0丹、 l童保直診特別会計

3， 1 0 5. 1 1 3円(綾上充用金〉、公益質屋基金 1，8 7 4，80 0円等.合計

1 5.9 7 9，9 1 3円が繰出きれている。

第 4款衛生資

予算現総一 i4 9， 6 7 5. 9 0 0月K対し、支出済:議jは 11 3.1 3 4，7 96円で、

7 5.5 9 %の執行率である。

本年度の支出済部 11 3， 1 3 4， 7 9 6円は前年度の支出済観 11ス72 6， 1 2 0 

円に比し、 4‘591.323円の支出減となっている。

これは塵芥焼却場建設費 35，7 U 0，00 0円が予定用地の入手困難となったた

めに明許繰越となり、予算に対する執行率が低下したのである。

衛生費の主なる支出は、し尿処理の汲取委託料、並びK汲取り補助金

2 9，8 6 0，0 0 0円及び塵芥処理委託料 12，2 8 6，4 8 0円、並びに伝染病の製ヨ

発生のため予防費として 13，7 3ス74-2円が支出されていることである n

第 5款労働賀

予算現制 4，259，0 0 0円K対し、支出済舗は 4.1 3只220円で、 ?ス 19 

%の執行率である。

オ出に占める労働貿の割合は O.3 %で最下位κあり、前年度支出済額に対ー
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し‘本年度は蒼干支出減となっている。

尚、本年度の失業対策事業としては六小プールの築造、一中及び七主中のプ

ロック塀工事並び陀市道の補修工事、補助 18号線等の補修工事 を行なって

L、る。

第 6款農業費

予算現額 2ス698.400円K対 し.支 出済額は 27， 1 3 5.7 8 8円で、?スヲ 7

%の執行率である。

本年度の支lli済額 2 ス13 5.788円を前年度の支出済客員 16，0 8 5，4 4 5円に

比較すあと、 11.050，343円( 68.7%)増加している n

これは主と して農地整備対策貨の 3 9年度災害復旧工事 (石川堰)と小規模

土地改良事業(三沢用水護岸工事 )v'(要 した経費、農業総務費及び農業振興

資等の地方日κよみもので、農業振興費には各種:農業団体に対すろ事業補助金

4，3 2 1. 9 0 4円が含まれて い る。

第 7款商工費

予算乳製 1ス.18 4.0 0 0円K対し、支出済額は 17， 4 3の， 59 1円で 99.6 9% 

の執行主訟である@

本年度支出済額 1ス430，591円は、前年度の支出済額 9，4斗4，830円に比

'較 し、 ス98 5.7 6 1円 (8 4.5 5 % )増となっている。

これは主 として、 商工振興資の負担金、補助金及び交付金 13，8 0 5，0 0 0円の

支出金で、補助対象は工場誘致育成補助イ商工会補助、商工名鑑刊行補助金

等である。

第 8款土木賀

予算現額 12 6， 7 7 0， 1 5 0円に対し、支出済額は 12 0， 5 7 6， 0 4 4.月で.

9 5. 1 1 %の執行率で，ある。

本年度の支出済額 12 0， 5 7 6， 0 4 4 I弓は前年度の支出済額 111，827， 102円

に比較して‘ 8，748，942円増 K過ぎな、、。しかし、これは前年度実施した住

宅建設の終了、区画整理事業並びに公園管理等に要する経費が大幅 K減少した

にもかかわらず、本年度は都市下水路の建設並びに道路新設改良、維持管理、
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街路灯の新設等.かなり増大しているためである。

本款のうち、橋梁新設改良費の工事請負費を当初予算において 17，00 0，000円

計上し、第 2回及び第?回補正予算で4.360，0 0 0円の減額補正を行なって

L、る。

これは、滝合橋新設工事の一部変更により.当初予算額を大幅に減額する結

果となったものである。よってこの様な結果を招いたことは、当初予算の算

定が甘かったものと云えるので、今後は当初予算の編成比当つては、徽密な

算定を行なうべきである。

第 9款消防費

予算現額 5スo6只340円に対し、支出済額は 36， 98 4.3 3 4円で.. 9良77 

%の執行率である n

本年度の支出済額 36，984.334円は前年度の支出済密j2矢636，498円K

比し.. 7， 3 4.ス 936円増となっている。

これは日野消防署弁東京都 K委託している 費市コ内人{牛費等の値上がりに基づ

いて増額となったものである。

第 10款 教 育費

予算現額 61 1， 2 7 6， 5 8 4円K対し‘支出済客員は 588，478.813円で、

9 6. 2 7 %の執行率である。

本年度の支出済額 588.478，813円は前年度の支出済額 368.0 8 4.170 

円に比較して 5矢 88 % 2 2 0， 3 9 5. 6 4 3円と大幅に増大し、前々年度の支

出済客員 30 3， 1 4. 3. 6 8 3円K比較して 94. 1 3 % 2 8 5. '3 3 5. 1 3 0円増となっ

ている。

これは年々急激な社会人口の流入K より、教育施設の態設と整備、運営等の

経費増によるもので、教育費の一般会計支出額 K占める割合は笑ffC4. 5. 5 % 

氏当っている。

尚、教育費の性質別構成支出状況をみると、維持補修費を含めた建設事業費

は4.51，627，千円で、教育費K占める割合は 76. 7 4 %となっており.人件

費 71， 9.8 1千円、 12. 2 3 % 物件費 53，0 8 7千円、久 o2 % その他
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(補助.扶助、投資等 )1 1. 7 8 4千円、 2.0 0 %となっている。

本年度の教育施設の主な る建設事業 としては、社会増 K伴なう各小学校の

不足教室の建設工事費並びに施設整備費.幼雅閣の建設工事費.社会教育施

設費 (公民館、市民 プール等〉、中学校 (二中.七生中〉の屋内運動場の緯

設皆、林間施設等、航空機の騒音を防止するための四小.潤徳小、平山小、

二中等の防音改築工事費等である。

第 12款公債費

予算現額 29，7 3 8，0 0 0円K対し.支出済部は 2又41 3，86 1円で、98.91 

%の執行率を示 してい忍。

支出済紛 29.4 1 3，8 6 1円は市債償還金只 425.6 6 4円、市債償還金利子

1 4.:1 Q 3. 7 0 31号、 一時借入金利子 5.589.4 20円.公債諸資 5.0 7 4月であ

ろ。 一時借入金利子 5.58 9.42 0円は指定金融機関か ら運用資金と して借入

れたもの の支払利息 であろ。

これは一時借入金限度額以内で借入れを行な ったものであるが、今後はなお一

一層資金運用計画を検討し、 支払利息‘が減少するよう努力されたい。

尚、本年度決算Kよる市債の現況は、表 1 7のとおり、前年度末現在高

227， 856千円に比し、本年度未現在高は 305.4 3 0千円で.. 77， 574千円

の増となっている。
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表 17. 

地 方 債 現 在 一品 の 状 氏

(単位千円)
0--

，、 ー

昭和 40年度 ! 昭和 40年度子元fJl償還額 主主| Dの財源内訳 差引現在高 L片E町借入先別内訳
現在高 A 発行額 B 冗金 C 剰 |計 一様財源 税 等 A+B-C.E 府 !その他

1.普 通 債 21号856

(1 )一 般縛動事業債 8，500 初日日 間|山 583 I 1 5，50 O. I 6.000 司500

5日05」 186 I 376 562 I 1 . 562 I 1白山 1 5仰 5.000 (2) 一般単独事業債 5，825 

i 1「ト :t トi

(3) 公営住宅建設事業債 1ス594

(4) 義務教育施設整備事業債 1 46，870 

(5) 清 掃 事業債 40.553 幻 71 I 3，91 5 引 5 I 3号20 9 I .3 8.3 1 9 8 9 0 
ト日

(6) 厚生福祉施設整備事業債

(7) そ の他 514 

2. 災害復旧 債

3. 財政 再建債

4. 交 付 公 債

5. 都貸付金 8，000 
、 . 

合 計 227， 856 

瓦のうち繰上償還額

差 ヲi ぷE』Z 言十 9， 426 14，394 23，820 
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第 14款予備費

予備費の議決予算額は 14.77 2，0 0 0円で、本年度中に他の科目へ

1 2，7 6 1. 4 0 6円を充当し、 2，01 0，5 9 4円の不用額となっている。

他の科目へ充当した金額及び件数は表 18κ示すとおりであるが、衛生費

への充当制只 598，900円は伝染病が集団発生したため.入院委託料.薬剤

費等、議会の議決により充当したものである。

教育費 への充当額 1，6 8 1. 3 1 0円のうち 1，598，780円は、市営プール建設

工事 費が予算不足を主じて充当したも のである。

これは今期のプール使用時 K間に合せるため.予算の補正を行なうのが困

難であったためにこ の ような結果 を招いたも のであ り.今後こ のようなこ

とのないよう努められ たい。

表 18. 予 'vt七習乞 資 町〉 充， 当

科 目 文出済額 充 当 額

2ス97引514P]

208.61 3，850 

費 1 1 8.7 1 6， 8 3 4 

4. 婚 生 費 1 1 ?i，1 3 4，7 9 6 

5. 労働費 4，1 3只220

6. 農業費 …34 

20，400 

7. 商 工 費 1 7， 4 3 0，591 200，000 0，11 

8. 土木費 1 20，57ω44I  6，150 。
2 竺費L ω 8山 | 481340 1. 30 5 

0.27 5 
、

2 3  育費 I5 8 8.4 7 8.8 1 3 I 1， 61 8.3 1 0 

主 29，413，861 。 汁f
1 1 災害復旧費 I 0 I 0 

まI 2ヌ413.861I 0 

15 謡支出金 I ' 0 I 。 。
計 !12山;03，645 12，7 61，006 0.99 
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仁)特別会 計

1.総 説

昭和 40年度における上下水道事業会計を除いた特別会計の予算総額は

6 ;1 3， 7 1 8， 0 0 0円である。

オ人合計額は 56 7， 4 5 4， 0 0 0円で、予算総額陀対し、差引 46，26 3，9 9 9円

が予算額 よりも少なくオ入されており、オ出合計額は 556，5 1 ~O 58円で

予算総額に対し、差引 5ス19 8，9 4 2 円の予算不要額を主じている。これよ

りオ入、オ出決算に よる差引額 10，9 3 4，94 3 円がオ入超過となっている。

前記の予算現額 K対するオ入不足は、主として国保病院のオ入を過大に見込

んだためである 。

従 って、国保病院の収入額 I94，20 4，8 93円K対寸る支出額234，21 9，4 90 

円の差額 40，0 1 4，5 9 7円が赤字決算 となったものであるの で、予算編成Kあ

たっては確定財源氏見合って編成寸 る要があ るω

国保卒業勘定托ついては、前年度赤字決算であった のに対し、本年度は、
/ 

100万円以上の 黒字決算となうている。しかし、これは一般会計からの繰

入金によって黒字となっていることで、実質的には赤字の状態である。

なお、国{呆事業i勘定院おける国 保税の徴税成績については十分でないので、

徴税の強化をはかり、健全財政陀もってゆくよう各段の努力がのぞまれる。

用品特別会計に ついてはしg集中購入による効率化がはかられ、 経費の節減が

行なわれているが、一般会計からの繰入及び一般会計への繰出方式が毎年繰

返され、 事務手続きの煽墳を来た しているので、これを公益質屋会計で実施

している基金制度と同様り制度に切り換へ、 事務の能率化をはかる要がある。

用地特別会計においては東大久保の土地を、日本住宅公団 K売却し、

1 3 1， 4 9 4， 2 2 0 円の剰余金を主じ、各会計~ 8 5，4 0 2，0 0 0円を繰出している。

都市計画特別会計においズは、『都市下水絡に関 して、国都 補助金が大幅に削

減され、当初の実施計ill[lを縮少せざるを得ない結果 となったが、都市計画事

業の遂行上大きな支障 となっており、今後かふる こと のないよう、 国部補助
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金筈の財源確保については全力をあげて取得寸るよう努力寸る要がある。

表1. 昭和 40年度特別会計オ入、オ出決算状況表

仁三ド J三千現額 ~~l/t }竺la-bL土竺!fRb-c |--------__-__1 .. ~. ~ ~ ---¥-I ，-- ---"，.， I .. I 

⑦国偶業均定副I9仰 1，0'0

国イ保呆 I ZC1Annn 之ミ江に QQ  I ̂ 77QQf z.Aol1nn，.d ②直 診事 業勘 定十三51 4，0 0 0 I 3，，~ 2 1，7 8 8 Iム ス7881 3，494，0 0 61 27， 7 8 2 

③国保事業勘定 1.235，541，0001194，204，893 141，336，107い34，219，μ 弘4ω14597病院 f" E_._) '-'，'-" 'T I，U U U 11 
/ ~， L. v '"""t，u /ゾ守 I L--...I"'，L- 1/，1" / ! 

③用品特別会計 1 4ω5ムo00 j 37， 932，505 I 2，1 2 3，4 951 3 7，932，50 d . 0 

③山 別 会計 I1川 o00 11 6 6.3 2 0，0川 0い2山 80lω2.220 

③壁面特万恰計 75.7 96000 I 74，454，8叶 1.34Mいω64 三765.150

計 九 h

2. 各説

(1 ) 国民健康保険事業勘定

昭和 40年度の国民健康保険事業勘定はオ入 91. 0 1 9，ヲ 79 円K対し、オ

出 89.9 5 5，5 9 1 円で、オ入オ出差引残額 1，06 4，3 8 8円となり、これを翌

年度K繰越 した。

これ を争前年度 と比較す ると 、前年度は ろ，80 8， 1 1 9 円の赤字決算であったの

に対し、本年度は前年度の赤字を補填 し、なおかつ、 100万円以上の黒字

となっている。なお、本年度は補正予算Kおいて、用地特別会計から

6，80 0，0 0 0円の繰入金を組入れることにしていたが、 1 0 0万円程度の黒

字が見透されたので、これを取りやめる等、かなり大幅に改善されている。

然しながら、国保事業勘定のオ入には、一般会計からの繰入金 60 0万円が

含まれてい るので実質的収支κおいて、 4，935，6 1 2 円の赤字である a

国保事業勘定のオ入財源については、国庫支出金 53.9%、国{呆税 32.7 % 

一般会計からの繰入金 6.6%、部支出金 6.2%、諸収入 0.6%等により賄な

われている白
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表 2. 国民健康保険事業勘定の年度別決算状況A表

呼 ご|オ入

オ 出 差引増減

9 1， 0 1 9， 9 7 9円 8 9， 9 55，5 9 1円 ~06-4，3-8-~ 

3 9 I 5ス89 6，5 5 9 1L 61704.678 L 1 -3，808，1!? 

表 3. 国民健 康保険事業勘定オ入状況表

自 |調 定 額|収入済額|収入率i構成上叫

保即日o62，75tJl 29，おh2 F寸
!司及手数料 I 9，2 5 0 I 9，2 50 I 1 0 0 I 0 -1 

2支出金 I49，0 5 7， 0 8 4 149，0 5 7， 0 84 I 1 0 0 I 5 3. 9 

支出金 I 5，61 9，0 86 I 5，6 1 9，0 86 I 1 0 0 I 6. 2 I 

入 金引I6ω…Oω川山…O刊叩山q∞仰川O∞O
収 入出i5… l …什州山9刊8.40叶I Dパ
計 !99，3ω00，7叩00引j9引1，0 1 9，9 7 9 ! 9引1.6 6引);iげo0十

表 4.

5 8 

調定 額 収入額 |徴収率 ; 

4，348 1，590 ろ6.6%

1 4，797 12，678 85.7 

1 9，1 45 14，268 74.5 

-.，.. 3 6ー



国保税の徴収率は 78.27%で、前年度 76. 9 %、前々年度 74.5%と逐次

向上しているが、過年度分につhての徴収率は 38年度 36..6 %、 3，玖年度

3 2. 6 %、 40年度 3O. 2 %と逐年低下している ので、今後滞納繰越分につ

いては、特K徴税す強化するととz もに現年度分、滞納繰越分合合せた徴収率

をせめて 8 0 %桂度に維持寸るよう各段の努力が要望される。
- 象

尚、国保税において、収入還付金 62 2，4 9 0円及び還付加算金 4，92 0円並

びに匙滞金 1，H 9 0円の還付す行っている@その要因は、本決定Kよる減額

還付金 418，590円、社保加入による減額還付金 84， 1 ..5 0円、その他

1 1久750円となっているが、本決定による減額還付金 4.18，590円のう

ち、還付額の多いもの 18件について、還付理由及び金額を監査した結果、

仮 決定を行 う療に判明 している、前々年度の譲渡所得κよるものが 17件、

2 1 0， i u CJ i-g ~退織所得によるもの 1 件、 4. 8 7 0円となっており、還付金

の大半ば前述の如 く一時所得によるものを仮決定の際 K控除せず、課税した

ため である。これは日野市国民健康保倹条例第 16条の 2第 1項の規定にき5

パハてfj..:て¥、ス点のであるが、納税者に負出今かけるものと思慮されるの

で、市民サービス の観点、か ら今後:主仮決定の際に明らかK一時所得 とえ号倣さ

れるものに ついては控除し、本決定κよる還付金及び還付加算金を減少せし

め るよう努力されたい Q ‘〈

日iω.. ;;; (rI ' ~r: 人;:ミf芹制 8， J :7 6，2 6 5円の内訳は、 ，現年度分 4.504.9 30 円と過

年度滞納繰越分 3，67/1，.3 3 5 円であり、過年度滞納繰越分の年度別未収金額

は表 5の通りである。

表 5 国保税の過年度分滞納繰越状況表

年度別 |未収 ー金額 十摘 要

3 9 1， 4 1 6， 9 5 0円

3 8 8 6 7， 3 3 5 

3 7 6 2 2， 7 1 0 

3 6 5 1 8. 7 2 0 

3 5 2 4 5， 6 2 0 
a‘ z 

斗3. 6 7 1， 3 3 5 
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335件で不納欠損処分の理不納欠損話i1 6 4. 5 2 0円の対象者数 73名、

由は殆んど主計難によるもので、その他は転居不明によるものである白

国保事業勘定のオ出については、予算混絹 92，4 9 1， 0 0 0円K対し、支出済額

円で 9 7. 3 %の執行率である。

国保事業勘定の支出額 8又955，591円の大部分(8 4.1 7 %)は保険給付費中

の療養給付金 75，7 1 5.60 4 円であるが、これを前年度の療養給付金

8 9，95 5，5 9 1 

円に比較寸ると 22，0 3ス47 '2円の支出増となっている。5 3，6 7 8， 1 3 2 

給付件数の増加答によるものであ医療費の値上り、これは給付内容の改善、

国民健康保険事業勘定オ出

!支出済額

る。
It 

表 6.

2，9 3 7. 0 0 0 ③保険施設 費

7 3，0 00 費債@公

3，8 3 5，3 1 9 

8 9，9 5 5，5 9 1 

。
3，8 5 2，0 0 0 

440，000 

9 2，4 9 1， 0o 0 

資

費

出

備
一
計

予
一

@
↑
 

③諸支

」ーー

国民健康保険診療所勘定(2) 

日野市国民健康保険診療所は昭和 25年 1 1月 10臼当時無医村κ等しい

川状態であった|日七生村が、国保事業の一環として、住民の健康管理を行うた

め、七主村国民健康保険診療所として設置したものである。

その後、町村合併により現日野市国民健康保険診療所となったものであるが

近年診療所周辺の閥発K伴ない、開業医の進出が多く、一方診療所Kおいて

ためは勤務医師の異動が激しいため等の原因K より診療所の利用が急減し、

これを一般会計からの補填托よって経営をして来K 年々担当の赤字となり、

¥ 
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そこで、市においては既 K診療所本来の使命を達成したことと、市財政の見

地から、昭和 40年 7月 1目、日野市国民健康保険診療所条例を廃止した。

従って本年度のオ入、オ出決算は診療所廃止K伴なう清算であり、残務整理

業務である。

即ち、オ入、オ出 5Jll(rCみれば別表の通りである。因みに、診療所廃止に伴な

い、!日診療所は開業医に賃貸して おり、賃貸借K関寸る契約、その他の処理

は適切であ ると 認定 した。

表ス 国民健康保険診療所勘定オλ状況表

費 目 17天一金 額| 摘 一五つ
⑦診療収 入 I 23.5 2 1円 |過年度末収金の

i ⑦使 用 料 I 6， Lt 0 8 I過年度未収金の収入金

「百亘ιJ 6 ~_.~~-j一物品の出金
i l -ー らの繰入金 3.10山

③ 繰 入 金 15，45 1 a I ~. ' ~ ~， ' ' ~ 用地会計からの繰入金 350，000 I 

⑤諸 収 入 3 0.746. 預金利子 2ρ') 6 I 
! i在庫薬品の売弘代金 ー28，650

表 8. ・ 国民健康保険診療所勘定オ出状記表
でー-

費 目 オ出金 額 i 摘 要

①施設管理 費
5 7，54 1円 |! 医師住宅の借地料.電灯、電話料

金、その他

②繰上充用金 ろ， 1 0 5， 1 1 3 前年度欠損金の補填

一ー

③ 公 債 費 3 3 1，3 5 2 
公債償還金 2 88，225 

公債利子 4 3， 1 2 7 
同一一一+

計 3，4 9 4.0 0 6 ‘ 
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(3 )国民縫康保険病院勘定

昭和 40年度の病院勘定は、オ-入済額 19 4， 2 0 4， 8 9 3円に対し、オ出済績

は 234，219，4 90円で、差引 40， 0 1 4， 5 9-7 .円のオ入不足を生じ、これを翌

年度オ入線上充出額 としている白

これは病院胞設整備 K莫大な経費争要す，るにもか斗わらず、これに見合う財

源が予算通 り収入できなかったためであるが、そもそも診療収入につL、て過

大な収入見積り争行なっていることが主たる要因である。即ち、オ入済額

1 9 4，2 0 4，8 9 3円はオ入予算額 23 5， 5 4 1， 0 0 0円K対し、 4I， 3 3 6， 1 0 7円

の不足を生じ過大なオ入見積り争行なってい私自
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これは、オ入予算額をオ出予算額 K見合わせて編-成したもので、当初、オ入

予算 Kついては、病院施設整備費κ対する起債認可申請等の関係で、一般会

計からの大幅な繰入金を予定したものであるが、市財政の実状から困難とな

り、止むなく}般会計からの繰入金のしわょせが診療収入K置替えられ、診
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療収入の過大な見積りによってオ入、オ出の均衡をはかったものであり、こ

の様 Kオ入の過大計上を意識的 K予算編成!七おいてノ?うことは厳重 K慎むべ

きである。尚、本年度の診療収入の収入済額 65，962，6 2 3円は予算現額

1 0ス32 9，0 0 0円陀対し 61.46%の収入率で当初予算の編成に当つては、前

年度診療収入見込額 50，33 3，0 0 0円K対し、本年度の診療収入見込額

1 0ス32 9，0 0 0円とし、倍額以上の予算額a計上しており、明らかに過大な

見積争行なっているものと思われる。

表 11 

1 資 自

防総務 費

1(2) 医 業 費

(③施設整備 費

j③公 債 費

j①諸支出金

l@予備費

i 計

国民健康保険病院勘定オ出状況表

予算現額

4μ50.357円 1

2 4，6 9 6，0 0 0 

1 5 8.8 8ス000

5.458.000 

1. 0 0 0 

支出済額 ヨfj率 !構成空-1
9 9. 0 4 % ! 1 9. 6 4 % J 

1 5 8. 1 4 3. 4 8 5 I 9虫55i6Z52

， 
' 

5，4 1 8. 9 4 7 ! 9 9. 2 8 2.3 1 

4 8.643 
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nγ A. ，
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!?虫44 112L}  

。
。

2 3 5，54 1， 0 0 0 

表 12 病院勘定の経常的支出の年度別対比表

費 目 4 0 年 度

①総 務 費 4 6， 0 0 6， 0 0 6円 3 6，.6 8 3， 4 6. 4円

②医 業 費 2 4， 6 5 1， 0 5 2 2 6， 8 1 0， 7 4 9 

③公 {j斗司- 資 5， 4 1 8， 9 4 7 1;; 9 4 9， 3 5 6 

計 7 6， 0 7 6'， 0 0 5 6 5， 4 4 3， 5 6 9 

f注J 4 0年度支出額と 3 9年度支出額の差額 1 . 0， 6 3 2， 4 3 6円

オ出陀ついてみると、本年度の支出済額は 23 4， 2 l' 9， 4 9 0円であり、病院

施設整備に 15 8，1 4 3，4 8 5円(オ出総額の 6ス5 2 % )の経費を投入して

おり、そのためオ出超過の要因となったものであるが、病院施設整備費以

-，- 41-
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". ， ， .... 

タトのオ出において も、前年度の文出?顎K比;反して 19. 6 3 2.4 3 6円の支出増

となってい る♀ これは病院施 設設備花伴なう賎 誌の増加及び職員給与の 51ーと

げ並び託公債償送金の増加等によるもので去る。

尚、院薬品の購入に当って会計年度確立の趣旨に合せるために未払金の手続

を行なわず、当該物品を次年度 K於て納入 した如く 処理 しているが、これは

誤りであって、現状の会計規則においては、購入品の取得手続安確立寸るた

め決算時において、在庫品並びK 未払金を表示すべきであり、今後、公営企

業会計を適用 して処理寸ることが望ま しし、 。

(4 L用品特別会計

用品特別会計陀よる昭和 4J年度の年間用品総入総額は 3.5;934.58 1円

K及び、年間 35，3 7 7. 0 9 7月の用品供給が行なわれている。

これが運転資金 として 一般会計から 2，00 0，00 0円の資金が繰出 され、約 18

回lK.]:えぷ資金廻転が行なわれている。こ の制度は昭和 38年度以来引続き実

施しているところであるが、集中隣人による経費の節減、使用物品の規格の

統一、需要K対する供給の迅速、 事務手続きの簡素化等多大の利点があり 、

駐在、一般会計による 5名の専任者によって運営管理さ れている。

用品特別会計資金については、 年々一般会計からの繰出金、一般会計への繰 f

入金等の予算編成制度 をとってい るが、 これを廃止し、 今後は基金制度によ

る会計方式 K切り換えることが望ま しい。

(5 )用地特別会計

昭和 40年度の用地特別会計は懸案であった東大久保の土地 4.75 2坪を

坪当り単価 35， 0 0 0円、総額 1 6 6， 3 2 0， 0 0 0円をもって、昭和 4 1年

5月3 1日に日 本住宅公団に売却し、残存;用地がなくなったので、昭和41年

5月 30目、日野市特別会計条例の一部改正により用地特別会計制度を廃止

した。 そこで土地売却による収入金については表 13に示す返り支出してい

る。
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尚、用池特別会計開始より廃止までの間に取扱った土地の収支状況は表 14 

K示寸通り 、 124，132，755円の剰余金を主じている。

5

自
一
け

一

か

一

一

一
一

費

一公

一

一

一①

一

「
し
ー
し

用地特別会計オ出状況表

オ出金 額 | 摘
2，0 3 5.5 5 0円

要

一時借入金利子

1.上水道会計へ 10，000，000 

2.下水道会計へ 4，682，0，00 

3.診療所勘定へ 350，000 

4.病院事業勘定へ 5，7QO，O 00 
電

5.一般会計へ ， 64.670，000 

用地会計借入金の繰上げ充用金補填

ト 竺 度一般会計へ繰越

⑦繰出金 8 5.4 0 2，0 0 0 

⑦前傾阪 淵金 1 3 2， 7 9 0， 2 3 0 

長五五両寸71092220

計 !16丘320.000

表 14 

文

相 川 用 地 j日野新田用地 !東大久保用地 i 計

入 |i  
用地売却 代 2ρ29，000円 83，701，235円 166，3 2 0，0 0 0円

収 入 計 2，029，000 83，70 1，235 1 6 6，3 2 0，0 0 0 252)] 50，235 

出

用地買収 費 1， 7 55，0 0 0 60，940，320 38，0 1 6，000 1 0 0，7 1 1，3 2 0 

支払利息 133，669 5，335，863 10，910，355 16，379，887 

造 成 費 。10，826273 10，826，2'73・

文 7ス102，456 出 計 1，888，669 48，926，355 12スヲ1ス480

入支出差引額 1 40，331 6，598，7 79 1 1ス393，645 1 2 4，1 3 2，7 5 5 

7 

収

lる

i収
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(6 )都市計画特別会J

昭和 40年度の郎市計画特 別会.計はオ入済額 74，45 4，8 3 6円陀対し、支

出済額 70，6 8 9，6 8 6 円で、差引 3，76 5， 1 5 0円を翌年度へ繰越している。

支出済額 70，6 8玖68 6円は、平山台区画整理費 61. 3 2 2，0 6 1円と都市下水

路費 9，3 6 7， 6 2 5 Flとであ るが、都市下水路費の内、 9.2 2 3，0 0 0，円は豊田

用水路水門移設工 IIJを新都市建設公社へ委託した費用である。

平山台区画整即!t!1. 6 1， 3 2 2， 0 6 1円は、過年度より継続事業として行なって

いる。区画整Jll!J，tJ業 の推捗に伴なう新都市連設公社への委託料 55，916，000円

と、平山台 flff~ 市計画街路及排水管工事に伴なう補償料 1， 3 6 8.0 8 9円並びに

区画整理総務費、審議会費 4.03 8，7 2 4円等である。

都市計画特別会計のオ入、オ出決算状況表

オ入 観 j ォ 出初 ! 差引増減
ー一一一一一一一一一一一一ト一一一一一一一一一一十一一一一一一一一一一一

7 4. 4 5 4. 8 3 6月 |70， 6 8 9. 6 8 6円 ! 3，765，150円 t

表 16 拘5rlr計I1町特別会計オ出状況表

資 自 | 文 出 済 組 ; 摘 要

①区画整理資 I 6 1， 3 2 2，0 6 1 1. 

1. 総務 J~ I 3， 9 3 1， 5 0 4 I 

2. 審議会費

3. 事業費

②都市下水路費

総 務費

2. 事 業 費

107.220 

5 7， 2 8 3，3 3 7 

9，3 6 7， 6 2 5 

8 8，0 3 5 

只27 9，5 9 0 

委託料、補償料

計 7 0，68 9，6 8 6 十一

なお、都市下水路費については、当初予算額 29，2 3 3，0 0 0円を 10，381，1 52円

陀減額補正しているが、これは当初予算において国底補助金 9，00 0，0 0 0凡
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都補助金 9.00 0，0 0 0円、 市イ責 8.000，0 0 0円、一般財源 3，23 3，0 0 0円とし

ておa 上した p

ところが、 国庫補助金が大幅に減額 され、者13補助金は，都財政の逼迫 のため皆

無、それらに伴なう市債 の減額、一般財源の増額 K も限度がある等のため、

止むを得ず事業の縮少 Kより 予算補正を行なったものである。このことは市

の都市計画事業の実施について大きな文障 となるものと思考されるので、今

後、国部;儲助金等の確保 について は予算計上した以上、全力を傾倒してこれ

が取得K努力すべきであ る。

オ入については表 i 7 ~'C.示寸通 り、一般会計か らの繰入金、国庫補助金、 市

{黄、繰越金、諸収入等 のオ入額であるが、諸収入 の うちには新都市建設公社

より の予納金 53，4 1 5，24 8円が含 まれている。こ の予約金額に 、ついては、

3 8年度 よりの公社立替金が未払となっているため、都 より 未払金の清算 を

寸る よう通告 されたので、日野市都市計画土地区画整理事業委託花 関す る協

定方ァ6条 (保留地の譲渡 S. 3 9. 五 i 2 )才 2項の規定により、 保留地の

譲渡協定を行ない、立替金に対寸る清算のための予納金である。

費

① 繰

②国産

③ 都文

③市

③繰

「注」

目

上、下水道事業会計Kづいては、 公営企業会計決算審査意見蓄 によ

って、}}[j途意見書 を提出した。

表 1ス 都市計画特別会計オ入状況表

当初予算額 予算現 額 i収入済額 摘 要

1 5，655，0 00円 15，65 5J} 00円 14.303，000円

ヲ，000，000 3，000.000 3，0 00，0 0 0 

9，000，000 。 。 、h

i 

8，000，000 2，000，000 2ρ00，000 

。 1，7 25，000 1，725，000 

。53.4 1 6，000 53，42 6，2 7 6 .. 
保留地処分金予納

金と預金利子

41， 655，0 00 175，796，000 i 74.454.8 3.6 ! 
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